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研究要旨

 本研究では、特別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）の障害認定の地域差に関す

る実態調査を行うことを目的に、全国の都道府県・政令指定都市の特別児童扶養手当（知

的障害・精神の障害用）認定業務を行う部署の担当者に情報提供を依頼し、特別児童扶養

手当認定診断書の記載内容と判定結果に関する情報を入手した。その結果、40 の自治体か

ら合計 4,419 名の診断書に関する情報が得られた。原因となった傷病名としては自閉スペ

クトラム症が最多で、続いて知的障害、注意欠如・多動症であった。判定結果に強い影響

を持つ因子は、IQ/DQ 値および要注意度であった。1 級または 2 級と判定される割合は自

治体間で差を認めた（自治体ごとの認定率の範囲：34-100%）。さらに、各自治体で申請

される対象児童の平均 IQ/DQ にも地域差を認めることが明らかとなった（平均 IQ/DQ の

範囲：48.1-77.9）。本研究によって、特別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）の障

害認定における自治体間の地域差の実態が明らかとなった。

Ａ．研究目的

 特別児童扶養手当の障害認定業務は各都

道府県および政令指定都市にて行われてい

る。客観的な障害認定の基準は存在しない

ため、各都道府県および政令指定都市の認

定医の判断に基づいた認定が行われている。

そのため、障害認定の判定には自治体によ

る地域差が生じている可能性がある。

平成 29 年度～平成 30 年度厚生労働行政

推進調査事業費補助金（障害者政策総合研

究事業）「特別児童扶養手当等（精神の障害）

の課題分析と充実を図るための調査研究」

（研究代表者：齊藤万比古）[1]では、特別

児童扶養手当認定診断書(知的障害・精神の

障害用)の改定素案を作成し、模擬症例を用

いて 228 名の医師による改定素案への記載

を行った。その結果、医学的総合判定欄の障

害の重症度、及び現症の要注意度には一定

の妥当性と信頼性が得られた。しかし、現在

の特別児童扶養手当の障害認定業務におけ

る地域差の実態は明らかになっていない。

本研究の目的は、特別児童扶養手当（知的

障害・精神の障害用）の障害認定の地域差に

関する実態調査を行うことである。各自治

体による知的障害・精神の障害に係る認定

の地域差の実態を把握することで、地域差
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の要因を明らかにし、等級判定の地域差を

解消するための一助とすることを目指す。

Ｂ．研究方法

１．対象

令和 2 年 8 月 1 日～11 月 30 日に全国の

都道府県・政令指定都市で新規判定された

特別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）

を対象とした。ただし、データの採取が困難

とならないように、別期間での設定が望ま

しい場合は各自治体の判断で上記と異なる

4カ月間を対象期間とすることも可とした。 

２．データの収集

 全国の都道府県・政令指定都市の特別児

童扶養手当（知的障害・精神の障害用）認定

業務を行う部署の担当者に情報提供を依頼

し、特別児童扶養手当認定診断書の記載内

容および判定結果に関する情報を入手した。

診断書の記載内容からは、以下のデータを

収集した。

 判定日

 年齢・性別

 障害の原因となった傷病（傷病名、ICD-

10）

 IQ または DQ

 発達障害関連症状の有無

 意識障害・てんかんの有無

 精神症状の有無

 問題行動及び習癖の有無

 日常生活能力の程度（食事、洗面、排泄、

衣服、入浴、危険物、睡眠）

 要注意度

 障害の原因となった傷病名として複数の

傷病名が記載されている場合は、記載され

たすべての傷病名および ICD-10 コードを

収集した上で、以下の基準によって、一つの

傷病名を決定した。

① 原則として最初に記載された傷病名

（傷病名１）とする。

② ①で判断ができない場合（傷病名不詳

など）、傷病名１の ICD コードで判断

する。

③ ①、②による傷病名が精神障害・知的障

害・てんかん以外の場合、傷病名１以外

の傷病名または ICDコードにて精神障

害・知的障害・てんかんが記載されてい

れば、精神障害・知的障害・てんかんを

優先する。

④ ①～③による傷病名が「発達障害」の場

合、傷病名１以外の傷病名または ICD

コードにて具体的な発達障害の診断が

明記されていれば、具体的な発達障害

の診断を優先する。

 なお、同一の診断分類と考えられる傷病

名（例：自閉スペクトラム症・自閉症スペク

トラム障害・広汎性発達障害；ADHD・注

意欠如多動症；知的障害・知的能力障害；ダ

ウン症・ダウン症候群・21トリソミーなど）

については頻出する傷病名に統一した。

３．統計解析

 各都道府県・政令指定都市の新規申請者

数と認定者数の内訳、各傷病名における 1

級および 2 級の認定率、1 級および 2 級と

判定された児童の診断の内訳、各都道府県・

政令指定都市の新規申請者の IQ/DQ 値を

算出した。また、性別、年齢、IQ/DQ 値、

要注意度、精神症状、問題行動及び習癖を説

明変数、認定の有無を目的変数とした二項

ロジスティック回帰を行った。上記の説明

変数を加えたフルモデルと、切片以外の説
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明変数を持たないヌルモデルを想定し、赤

池情報量基準に基づいたステップワイズ減

増法によるモデル選択を行った。統計解析

には R version 4.0.2 を用いた。データマネ

ジメントは信州大学医学部附属病院臨床研

究支援センターに委託し、統計解析は株式

会社エスアールディに委託した。

（倫理面への配慮）

 本研究は信州大学医倫理委員会の承認を

得た上で実施した。本研究では、人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針第 5 章第

12の規定によるインフォームドコンセント

を受ける手続等に基づき、既存情報を収集

するのみの研究であるため、必ずしも対象

となる被験者からの個別同意を必要としな

い。ただし、本研究の実施についての情報を

信州大学医学部子どものこころの発達医学

教室のホームページに公開し研究対象者等

が研究について知る機会を保障し、また情

報提供機関である各自治体では、情報公開

等により研究対象者等が研究について知る

機会を保障するなど、各自治体において適

切な手続きを行た上での情報提供を行った。 

Ｃ．研究結果

１．対象

全国の都道府県・政令指定都市のうち協

力が得られた 40 の自治体が調査対象とな

った。調査対象となった特別児童扶養手当

診断書の判定日の期間は令和 2 年 5 月～令

和 3年 1月であり、件数は 4,419であった。 

２．診断書記載内容および判定結果

4,419 件のうち、1 級判定は 108 件、2 級

判定は 3,790 件、特別児童扶養手当非該当

の判定は520件、判定不明が1件であった。

自治体別の等級判定の結果を図 1 に示す。 

自治体ごとの認定率（1 級または 2 級と

判定される比率）は 33.6%から 100%の範

囲であり、中央値は 93.3%であった。5 自治

体が認定率 100％であったのに対し、8 自治

体が認定率 80％以下であった。自治体ごと

の 1 級の認定率は 0%から 21.1%の範囲で

あり、中央値は 1.4%であった。12 自治体で

1 級の認定率が 0%であったのに対し、4 自

治体では 10%以上であった。 

傷病名別の等級判定の結果を図 2 に示す。

自閉スペクトラム症が最多で、次いで知的

障害、注意欠如・多動症（ADHD）であっ

た。

３．判定に影響を及ぼす要因

認定の有無を目的変数とした二項ロジス

ティック回帰分析の結果を表 1 に示す。判

定結果に強い影響を持つ因子は、IQ/DQ 値

および要注意度であった。各等級における

平均 IQ/DQ を図 3 に示す。1 級判定の児童

の IQ/DQ は 2 級判定の児童の IQ/DQ と比

較して有意に低く（P < 0.001）、2 級判定

の児童の IQ/DQ は非該当の児童の IQ/DQ

と比較して有意に低かった（P < 0.001）。 

上記の結果より、申請された対象児童の

平均 IQ/DQ が低い自治体ほど認定率が高

くなる可能性を考え、申請された対象児童

の平均 IQ/DQ と認定率との関係を図 4 に

示した。各自治体において申請された対象

児童の平均 IQ/DQ の高さと認定率との間

には有意な相関を認めなかった。申請され

た対象児童の平均 IQ/DQ の各自治体にお

ける範囲は 48.1-77.9 であった。 
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４．認定率が低い自治体とその他の自治体

との比較

認定率≦80%の 8 自治体と認定率＞80%

の 32 自治体を分けてそれぞれで解析した

ところ、いずれにおいても IQ/DQ 値および

要注意度が認定の有無に強い影響を与えて

いた（いずれも P < 0.001）。それぞれの群

における判定別の IQ/DQ 値を図 5 に示す。

1 級判定および非該当判定となった対象児

の IQ/DQ の平均値については 2 群で有意

な差を認めなかったが、2 級判定となった

対象児の IQ/DQ の平均値は認定率が高い

自治体で有意に高かった（P < 0.001）。認

定率≦80%の 8 自治体と認定率＞80%の 32

自治体それぞれにおける要注意度別の判定

結果を表 2 に示す。 

Ｄ．考察

本研究では、全国 40 の自治体からの情報

提供により得られた特別児童扶養手当認定

診断書の記載内容と判定結果を分析した。

その結果、特別児童扶養手当の認定率およ

び申請される対象児童の平均 IQ/DQ には

自治体間で大きな差を認めた。IQ/DQ 値お

よび要注意度は判定結果に強い影響を持つ

因子であったが、各自治体において申請さ

れた対象児童の平均 IQ/DQ の高さと認定

率との間には有意な相関を認めなかった。

図 4 からは、申請される児童の IQ/DQ が低

いために認定率が高くなっていると考えら

れる自治体がある一方で、認定率が高いが

故に IQ/DQ が高い児童に対しても申請が

行われていると考えられる自治体もある。

傷病名としては自閉スペクトラム症が最

多で、続いて知的障害、ADHD であった。

特別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）

が認定される児童の大部分が神経発達症と

診断されている実態が明らかとなった。

認定率≦80%の 8 自治体と認定率＞80%

の 32 自治体の比較では、判定に影響を与え

る要因については 2 群で明らかな違いを認

めなかった。しかし、とくに 2 級判定とな

る対象児童の IQ/DQ 値や要注意度の分布

は 2 群での差が明らかであり、これらの結

果から、認定される目安となる児の重症度

の基準が自治体によって異なっていること

が示唆された。

本研究では、全対象児童に対する認定率

を自治体間で比較するために必要な人口お

よび所得制限の情報は入手していない。し

たがって、本研究は、申請者のみを対象とし

て認定率を比較する限定的な調査であった。

しかし、今回の調査結果からも、自治体間の

違いや認定に影響を与えているいくつかの

要因を明らかにすることができた。今後、特

別児童扶養手当（知的障害・精神の障害用）

の認定事務の適正化を図るうえで有用な資

料になると考えられる。
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図
1：

自
治
体
別
の
特
別
扶
養
手
当
（
知
的
障
害
・
精
神
の
障
害
用
）
等
級
判
定
の
結
果
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図
2：

傷
病
名
別
の
特
別
扶
養
手
当
（
知
的
障
害
・
精
神
の
障
害
用
）
等
級
判
定
の
結
果
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図
3：

特
別
児
童
扶
養
手
当
（
知
的
障
害
・
精
神

の
障
害
用
）
の
各
等
級
に
お
け
る
平
均

IQ
/D

Q
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エ
ラ
ー
バ
ー

は
標
準
偏
差
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図
4：

各
自
治
体
に
お
い
て
特
別
児
童
扶
養
手
当
（
知
的
障
害
・
精
神
の
障
害
用
）
が
申
請
さ
れ
た
児
童
の
平
均

IQ
/D

Q
と
認
定
率
（

1
級
ま
た
は

2
級
）
の
関
係
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図
5：

認
定
率
≦

80
%
の

8
自
治
体
と
認
定
率
＞

80
%
の

32
自
治
体
に
お
け
る
判
定
別
の

IQ
/D

Q
値
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赤
線
は

IQ
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平
均
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